




























































































2000 0 617 85
2001 0 690 143
2002 0 819 317
2003 0 742 314
2004 0 816 294
2005 0 869 330





















2007 37 931 392
2008 34 889 377
2009 26 767 293
2010 33 802 285
2011 88 898 310
出典：以下の資料による製表整理。
Yawen Cheng・ Jungsun Park・ Yangho Kim・Norito Kawakami
「The recognition of occupational diseases attributed to heavy workloads:






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2000 ―얨 212 36
2001 ―얨 265 70
2002 ―얨 341 100
2003 ―얨 447 108
2004 ―얨 524 130
2005 ―얨 656 127
2006 ―얨 819 205
2007 ―얨 952 268
2008 0 927 269
2009 1 1136 234
2010 3 1181 308
2011 0 1272 325
出典：台湾労工行政委員会労工保険局による労災給付件数の調査統計、及び
「平成23年度における脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労災補償状況につ
いて」など。
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裁判所は、業務と災害との因果関係を判断する際に、当該争点の一つ
は「その災害は、労働者が職務を遂行するときに通常、合理的に予見で
きるか、労働者が職務を履行するためにその危険が発生するリスクが明
らかに高いか」であるとした。また、もう一つの争点は、Ａの自殺と職
業（労務給付）との因果関係があるかどうかについてであり、判決は「業
務量、取るべき責任、労務を履行する切迫性、そして会社の管理制度等
から、一般人の心身が負荷できる程度を超えるかを客観的に判断すべき
で」あり、「Ａ個人の性格が一般人より脆弱なことによるものであれば、
労働災害ではない」と示した。したがって、裁判所が「Ａの業務はうつ
病の発症ないし自殺のリスクを高めることはなく、また、Ａが精神科に
受診したことを使用者に申告しなかったため、Ａのうつ病と自殺は、使
用者がコントロールないし予防回避をしえない。ゆえに、使用者は当該
補償責任を負わない」と判断した。
この他、過労による自殺とは別に、精神的な障害によって導かれた労
災の案件も存在するが、それが台湾の裁判所において承認されることは
難しく、判決が採用する認定基準も非常に厳格である웋워。例えば、「功陽
精機会社（行政訴訟）事件」（台北高等行政法院2003年度訴字第4016号
判決）の中では、当事者が躁うつ病により「脳卒中」を引き起こしたと
して、労働保険局に職業傷病死亡給付申請をしたが、行政機関と裁判所
は過労による労働災害として受け付けなかった。
この他、業務の過重負荷が過労死を引き起こした事件、例えば、トラッ
ク運転手が、長期長時間のトラック運転により、急性心筋梗塞を誘発し
死亡した案件では、高雄地方裁判所は高雄医学院職業専門家医師の鑑定
を経た後、本件を「原告の業務形態及び業務時間から、一般人の身体に
おける生理状況に反し十分な睡眠を困難とし、これによりその心身を正
常に休養できる状態にとなることを妨げ、医学的な認定基準に照らして
も、急性心筋梗塞などの急性循環器系の発症を易くし、本件の原告が長
웋워 楊雅萍、前掲注(5)、頁7-12。
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時間の深夜業務、完全で十分な休息の確保の困難さ、そしてその業務量
及び業務時間の平均が一般的人間の耐え得る負荷基準の超過を以て、運
転業務の執行が疾病を発生する潜在的危険を内在もしくは通常的に伴
い、かつ当該疾病とその超過業務が相当の因果関係を有し、職業災害と
して十分に認められる」と認定した。（高雄地方裁判所2008年度労訴第
66号）
また、短時間業務の加重負荷により脳卒中に至った事件では、金属業
に従事する労働者が、当日深夜１時まで残業をし、その後会社に留まり
休息を取ったが、朝６時から再度出勤カードを押し出勤した時、急性心
筋梗塞を発症し病院に搬送されたが、後に植物状態となった。これに対
し、桃園地方裁判所では「原告の2005年３月から７月までの残業時間は、
３月103時間、４月114時間、５月127時間、６月107時間で、同年の
７月１日から22日までは73.5時間」であり、「原告が発病前の６ヶ月間
の毎月の平均残業時間が100時間を超えている」ことを原告・被告の双
方が認めており、加えて鋳造業の作業は過酷で、原告の業務の執行が急
性心筋梗塞を引き起こし植物状態の原因となったと、明らかに因果関係
があるものと認めた。（桃園地方裁判所2007年度重労訴第２号）
五、結論
近年頻発に発生する過労死事件において、台湾労働委員会は2011年３
月にいわゆる「過労疑いの調査および認定組織」を始動させた。各検査
機構が協力して労働者の作業環境と作業時間の概況を調査し、９大職業
疾病予防センターの職業科医師とも協力して、その疾病の誘発と作業に
関連があるかないかを評価した。しかし、昨年の７月を区切りとして、
労働委員会は上記の行政組織の30件の過労「疑い」の案件の調査を進め
たものの、結果はわずか７件が過労の原因と認定され、労保局に労働災
害の申請がなされたのみであった。労保局は、上記の過労疑いの案件が
医学の判断を得たのち、明らかな証明に至らなかったと認めており、過
労はただ死亡原因を作り出した「可能性」に過ぎないと考えている。こ
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のような調査結果があって、台湾の社会では一般的に（過労の）認定が
厳格すぎるという認識があり、批判が出ているのである。上記調査の案
件の原因をみてみると、多くの案件が長時間業務かつ長期の過度な負担
の要件に符合し、心因性ショックによる死亡を引き起こしている。それ
らのうち、業種別にみるならば、保全業や運転士の労働者が多数であっ
た。
台湾においては、過労と精神疾患が引き起こす労働災害の認定は、専
門家による医学的判断であって、これが法律上の判断にすんなりと取っ
て変わられている。しかし、果たして医学上の評価は法律上の評価に該
当するのであろうか。もし過労の労働災害の発生背景から、あるいは法
律制定の本質、並びに国家の労働者保護の必要性から鑑みるのであれば、
労働災害発生原因の判断は、医学的領域より法律的領域へと妥当な連結
によって至りうるであろうか。
本稿では、国家の行政機関とは、ひいては司法機関であり、労災認定
の基準に対して自身の法的正当性を建てることができる以上、単に専門
家に医学的判断を依頼するだけでなく、当該労働災害関連の法的政策の
内包に目をむけることが重要であり、社会の各種要因から医学的判断の
意義を考えるようにするべきだと考える。たとえば、労働生産の過程と
環境、労働者個人の身体的心理上の特殊性、過労時間の発生時間の前後
と現場の具体的状況、企業の経営と労使関係（労働争議の有無）、労働者
と家庭の保護の必要性、ひいては医学発展の程度など、これらの状況を
医学的判断と同様に法律上の判断基準の要素とすべきであろう。特に、
台湾における現行の労働災害保護の法律体系上、労保条例の労働給付、
労働基準法の雇用主の補償責任と民事法上の雇用主の損害賠償責任につ
いて、もし、法政策から考えるならば、三者の立法政策の意図は決して
同じではなく、労災認定の基準の上では区別をするべきだと本稿では考
える。とりわけ前者の中でも、労保条例を根拠とする職業災害給付は、
過労の労働災害から労働者を保護する必要性をさらに強調するべきであ
ろう。
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付表
잰職業により誘発される脳血管疾患及び心疾患（外傷によるものを除く）
の認定に関する参考ガイドライン잱
1991年作成
2004年12月31日第一次改正
2010年12月17日第二次改正
一、導論（省略）
二、対象（「目標」）疾患（省略）
三、持病の自然経過による悪化及び疾患を誘発する潜在的危険因子（省
略）
四、医学的評価及び鑑別診断（省略）
五、疫学的認識（省略）
六、「職業により誘発される脳血管疾患及び心疾患」の認定
㈠ 基本原則（省略）
㈡ 対象疾患の認定ガイドライン
本ガイドラインが掲げる職業上の原因により誘発される脳血管疾患及
び心疾患につき、その「労働負荷の過重性」を認定するにあたっては、
「職業により誘発される脳血管疾患及び心疾患（対象疾患）判断フロー
チャート」を参考とすることができる。このフローチャートは次のよう
なものである。
１．疾病名称の確認：
２．発病時間の確認：
３．労働負荷の評価：
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労働負荷が発病をもたらした原因であることの証明が主に問題とな
る。医学上の経験によれば、負荷の過重とは、脳血管疾患及び心疾患の
病変が自然経過を超えて明らかに悪化したものと客観的に認定される場
合をいう。負荷が過重であると認定するための要件は、異常な事件、短
期的過重労働、長期的過重労働である。
ここにおいて、「脳血管疾患及び心疾患」とは、患者本人が元から有す
る動脈硬化などにより生じた血管の病変または動脈瘤、心筋病変などを
指す。「自然経過」とは、血管の病変が老化、食生活、飲酒、喫煙の習慣
などにより日常生活において徐々に悪化する過程を指す。
3.1．異常な事件：発病の一日前から発病当時までの間、継続的に労働を
行っていたか、または天災や火災など重大なる異常な事件に遭遇し、
かつ異常が発生したときの時間及び場所を明確に特定することができ
るか否かを評価する。事件に遭遇したときに急激な血圧の変化及び血
管の収縮が引き起こされて、脳血管疾患及び心疾患の発病に至れば、
異常な事件・過重負荷の存在を証明することができるが、この事件の
過重性の程度は、事故の大小、被害または加害の程度、恐怖感または
異常性の程度などから総合的かつ客観的に判断される。かかる異常な
事件により生じた脳血管疾患及び心疾患は、通常、負荷を受けたとき
から24時間以内に発病する。異常な事件は、以下の３種に分かれる。
3.1.1．精神的負荷による事件：極度の緊張、興奮、恐怖、驚きなど強烈
な精神上の負荷を引き起こすような、突発的または予想外の異常な事
件。労働と関連する重大な個人的事故を受けて発生する。
3.1.2．身体的負荷による事件：身体に突然強烈な負荷を受けさせるよ
うな突発的または予測し難い異常な事件。これは、事故の発生、救助
活動への協力及び事故の処理の際に身体が明らかに負荷を受けたこと
により生ずることがある。
3.1.3．労働環境の変化による事件：室外における作業時に、極めて高温
な労働環境の下で十分な水分を補給することができない、あるいは温
度差が極めて大きな場所の間での頻繁な出入など、急激かつ明らかな
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労働環境の変化。
3.2．短期的過重労働：発病前（発病の日を含む）の約１週間内に、労働
者が特に過重な労働に従事していないか、当該過重労働が日常の労働
と比べて身体上・精神上の負荷が過重な労働であると客観的に認めら
れるかを評価する。その評価の内容については、労働量、労働内容、
労働環境などの要素を考量するほか、同僚または同業者が〔当該労働
の〕負荷を過重であると考えるかどうかという観点も考量して、客観
的かつ総合的に判断する。評価の重点は以下のとおりである。
3.2.1．発病の一日前から発病当時までの間、特に長時間にわたり過度の
労働を行っているか否かを評価する。
3.2.2．発病前の約１週間内に常態的に長時間労働を行っているか否か
を評価する。
3.2.3．表三及び表四の観点から労働時間外の負荷因子の程度を評価す
る。
3.3．長期的過重労働：発病前の約６ヶ月以内において、長時間労働によ
り明らかな疲労の蓄積が生じたかを評価する。その間、特に過重な労
働に従事していたか否か及び負荷の過重因子の有無は、「短期的過重労
働」を基準とする。長時間労働における労働時間を評価するにあたっ
ては、２週間当たり84時間の労働時間を除く時間をもって残業時間を
計算する〔係以毎兩週84小時工時以外之時數計算加班時數〕。その評
価の重点は以下のとおりである。
3.3.1．発病当日から１～６ヶ月内の残業時間（「評估發病當日至發病前
１至６個月内的加班時數」）：
3.3.1.1．発病前１ヶ月から発病日までの残業時間が92時間を超える、
または発病日から２～６ヶ月内（「發病日至發病前２至６個月内」）の
月平均の残業時間が72時間を超える場合、その残業により生ずる労働
負荷と発病の相関性は極めて強い。
3.3.1.2．発病日前の１～６ヶ月、残業時間の月平均37時間を超えると
きは、その労働と発病の間の関連性は、残業時間の増加に伴って強く
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なりうるが、個別のケースの状況に鑑みて評価を行うべきである。
3.3.2．表三及び表四に掲げられた観点から労働形態及び精神的緊張を
伴う労働負荷の影響の程度を評価する。
労働負荷を有する要素（「具工作負荷之要件」）を総合的に評価した後、
高血圧・糖尿病などその他の疾病による誘発という事実が存しないか否
かを確認することを要する。その他の疾病により誘発されたものは、本
ガイドラインの適用範囲には入らない。もしその他の疾病により誘発さ
れたものではないとしても、自然経過による悪化の要素を考量すること
を要するほか、気温の急激な変化や個人的な運動など、労働とは関係の
ない外部環境的または個人的な異常な事件により生じたものではないか
を検討する必要がある。かかる事情が存在しないことが確認できれば、
職業上の原因により誘発されたものと認定することができる。労働負荷
を有する要素（「具工作負荷之要件」）のほかに、労働と関係のない外部
環境的または個人的な異常な事件が存在する場合には、自然経過を超え
た疾病の悪化を誘発するについての貢献度を総合的に判断して、職業上
の原因が悪化を誘発した貢献度が50％を超えるときは、職業上の原因に
より誘発されたものと認定することができる。
㈢ 非対象疾患の認定ガイドライン（省略）
七、結語（省略）
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本稿は、本学における「2011年度札幌学院大学研究活動活性化事業」
として2012年２月４日に行われた「過労死・過労自殺の国際比較シンポ
ジウム」における報告をベースに、論文として書き下ろしていただいた
ものである。
なお、シンポジウムでは以下のような報告がなされた。
쑿．過労死・過労自殺の現状分析として、川村雅則（北海学園大学経
済学部）「日本の長時間過密労働の諸問題―車両運転手を中心として―」、
쒀．過労死・過労自殺の労災認定行政の課題として、嶋田佳宏（札幌
学院大学法学部）「日本における過労死・過労自殺の労災認定の現状と課
題」、林良栄（台湾国立政治大学法学部）「台湾における過労死・過労自
殺の労災認定の現状と課題」、簡玉聰（台湾国立高雄大学法学部）「台湾
における労災認定行政の現状と課題」、家田愛子（札幌学院大学法学部）
「過労死・過労自殺の行政裁判（不支給決定取消請求）と民事裁判（損害
賠償請求）の意義」。
文責 家田 愛子
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